
福祉部の次期主要計画の実態調査結果

～各調査結果に共通する主な傾向・特徴～

大田区地域福祉計画実態調査

大田区高齢者等実態調査

大田区障がい者実態調査

【参考資料２】



傾向１）複合課題への対応について

①地域福祉計画実態調査
日常生活を送る上での悩みごとについて、２つ以上の項目を回答した区民の割合は、55.7％
②高齢者等実態調査
介護サービス事業者として、複合的な課題を抱えた困難事例等について区民の相談を受けた割合は、約７割。
③障がい者実態調査
障がいサービス事業者として、複合的な課題を抱えた困難事例等について区民の相談を受けた割合は、７割以上。

★複数の悩みや困りごとを抱えている区民が半数を超えている。
また、介護・障害サービス事業者では、複合課題を抱えた区民の相談を
受けたことがある割合が７割程度となっており、複合課題への対応は、ニーズが高い

相談を受けた

ことがある

68.7％

その他の回答※

31.3％

②介護サービス事業者への、

複合課題を抱えた区民の相談状況

相談を受けたことがある（選択肢「その他」含む）

※その他の回答（相談を受けたことがない・無回答）

相談を受けた

ことがある

74.2％

その他の回答※

25.8％

③障害サービス事業者への、

複合課題を抱えた区民の相談状況

相談を受けたことがある（選択肢「その他」含む）

※その他の回答（相談を受けたことがない・無回答）

２つ以上

55.7％

その他※

44.3％

①感じている悩みごとの数

２つ以上 ※その他の回答（１つ・特にない・無回答）

※大田区地域福祉計画実態調査 ※大田区高齢者等実態調査 ※大田区障がい者実態調査



傾向２）地域活動への参加意向について

①地域福祉計画実態調査
特徴によっては、地域活動やボランティア活動に参加したい方の割合は、８割以上。
②高齢者等実態調査
地域住民の有志により、いきいきとした地域づくりを進めることについて、
活動の参加者として参加してみたいと思っている方の割合は、
55歳～64歳⇒59.3％
65歳以上高齢者⇒54.6％ 参考）大田区政に関する世論調査 57％

★地域活動への参加意向については、調査対象者の年代により、若干の差はあるものの、
参加を希望する方は、半数を超える。
参加への提示等を工夫することにより、活動への参加の可能性が伺える。

特徴次第では

参加したい

82.0％

その他の回答※

18.0％

①地域活動やボランティア活動に

参加したいと思う特徴

特徴次第では参加したい（選択肢「その他を含む」）

※その他の回答

（どのような特徴でも参加したいと思わない・無回答）

参加してみたい

54.6％
その他の回答※

45.4％

②いきいきした地域づくりへの

参加意向（65歳以上）

参加してみたい（是非参加したい・参加してもよい）

※その他の回答

（参加したくない・既に参加している・無回答）

参加してみたい

59.3％

その他の回答※

40.7％

②いきいきした地域づくりへの

参加意向（55歳～64歳）

参加してみたい（是非参加したい・参加してもよい）

※その他の回答

（参加したくない・既に参加している・無回答）

※大田区地域福祉計画実態調査 ※大田区高齢者等実態調査
※大田区高齢者等実態調査



傾向３）事業継続に向けて不安なこと・課題について（介護・障がい）

①高齢者等実態調査

介護事業所における今後の事業継続に向けて不安なこと、課題と感じることについて、

人材の確保・育成・定着と回答した割合は、８割以上。

83.6%

54.7%

52.8%

35.8%

33.4%

26.5%

24.2%

19.7%

3.3%

0.7%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人材の確保・育成・定着

利用者（新規・継続）の確保

介護保険制度や介護報酬の改定

地代や燃料費等、物価の高騰への対応

利用者のニーズの多様化・複雑化への対応

その他社会情勢の変化

事業者間の競争の激化

事業資金の確保

その他

特にない

無回答

①今後の事業継続に関する不安や課題（介護事業所）
※複数回答可

※大田区高齢者等実態調査



傾向３）事業継続に向けて不安なこと・課題について（介護・障がい）

②障がい者実態調査

障がいサービス事業所における、事業を運営する上での

主な課題について、

〇人材の確保が困難と回答した割合が最多の５割程度

〇人材の育成が困難と回答した割合が２割程度

52.9%

33.8%

22.8%

19.9%

16.9%

15.4%

11.0%

9.6%

7.4%

5.9%

3.7%

2.2%

1.5%
1.5%

1.5%

0.0%
5.1%

9.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

人材の確保が困難

報酬単価が低い

人材育成が困難

責任者など中堅人材の確保・育成が困難

新規利用者の獲得が困難

利用者の多様なニーズに応えられない

利用者一人当たりの利用量が少ない

訪問や送迎が非効率（エリアが広いなど）

人件費が高い

運営・運転資金の確保が困難

他のサービス事業所との競合が激しい

事業所の家賃が高く、確保・維持が困難

利用者の身体状況の把握が難しい

利用者からの苦情や事故への対応が…

サービス等利用計画に記載する内容へ…

特に課題はない

その他

無回答・無効回答

②事業を運営する上での主な課題

（障がいサービス提供事業所）
※複数回答可

※大田区障がい者実態調査


